
Ａ

交付対象経費
その他

（一般財源や補助対
象外経費等）

1,450,725 1,276,099 174,626

令和6年度住民税均等割非
課税世帯（3万円）
＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援
枠等）

1 R6_補正 低所得 ○

住民税非課税世帯に対す
る物価高騰対応重点支援
給付金給付事業【令和6年
度物価高騰対応重点支援
給付金】

Ⅱ．物価高の克服 － 210,697 210,697 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　10,381世帯×30千円、子
ども加算　978人×20千円、、定額減税を補足する給付（うち不足
額給付）の対象者　15,678人　(262,220千円）　　のうちR7計画分
事務費　33,487千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業
務委託料　使用料及び賃借料　人件費　その他　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（10,381世帯）、定額減税を
補足する給付（うち不足額給付）の対象者数（15,678人）

－ ○ R7.3 R8.3
対象世帯に対して令和7年
3月までに支給を開始する

社会福祉課

R7補正推奨事業メニューのう
ち

食料品の物価高騰に対する
特別加算

（市区町村のみ記載）

5 R7_補正 推奨事業 ○
物価高騰対策商品券配布
事業

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

①食料品の物
価高騰に対す
る特別加算

847,359 762,083 85,276

①食料品をはじめとした物価高騰への対策として、市民生活支援
及び地域経済活性化を図るため、「生活応援商品券」を配布す
る。
②③　事業費合計847,359千円
　　　　（うち762,083千円に交付金充当）
・職員手当等　999千円
・消耗品費　360千円
・委託料　846,000千円
　物価高騰対策商品券給付業務委託料
　商品券分　@7,000円×106,200人＝743,400千円
　事務費分　102,600千円
Cその他：一般財源85,276千円
④市民

－ － R8.1 R8.3
商品券配布対象者の負担
軽減額743,400千円

産業振興課

6 R6_補正 推奨事業 ○
とりでっ子応援ギフトカード
給付事業（R6補正分）

Ⅱ．物価高の克服

②エネル
ギー・食料品
価格等の物価
高騰に伴う子
育て世帯支援

43,200 43,200 0

※NO.6と同一事業
①物価高騰に対する市民生活支援として、子育て世帯に対し高
校生以下の子ども一人につき6,000円のギフトカードを支給する。
②③
事業費合計89,671千円
※うちR6補正分で43,200千円（43,200千円に交付金を充当）
・通信運搬費　3,627千円
・ギフトカード発行管理業務委託料　85,951千円（7,700世帯　
12,700人見込）
・対象者抽出システム処理業務委託料　93千円
④市内子育て世帯

－ ○ R7.9 R8.3 対象世帯への支給率100% こども政策課

7 R7_予備 推奨事業 ○
とりでっ子応援ギフトカード
給付事業（R7予備費分）

Ⅱ．物価高の克服

②エネル
ギー・食料品
価格等の物価
高騰に伴う子
育て世帯支援

46,471 38,857 7,614

※NO.5と同一事業
①物価高騰に対する市民生活支援として、子育て世帯に対し高
校生以下の子ども一人につき6,000円のギフトカードを支給する。
②③
事業費合計89,671千円
※うちR7予備費分で46,471千円（38,857千円に交付金を充当）
・通信運搬費　3,627千円
・ギフトカード発行管理業務委託料　85,951千円（7,700世帯　
12,700人見込）
・対象者抽出システム処理業務委託料　93千円
Cその他：一般財源7,614千円
④市内子育て世帯

－ ○ R7.9 R8.3 対象世帯への支給率100% こども政策課

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画
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交付対象事業の名称
経済対策との関

係
推奨事業メ

ニュー

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業者
等支援

個人を対象
とした給付

金等

事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定
量的指標を設定）

市所管課
総事業費

Ｂ Ｃ



8 R7_補正 推奨事業 ○ 給食費の負担軽減事業
Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

①食料品の物
価高騰に対す
る特別加算

246,040 170,000 76,040

①物価高騰の影響により食材の価格が高騰するなか、保育所
等・市立小中学校における給食費の価格転嫁について、物価高
騰により経済的な影響を受けている保護者への負担増大を防ぐ
ため、食材費高騰の相当額を措置する。
②③　事業費合計246,040千円
　　　　（うち170,000千円に交付金充当）
・民間保育施設等31施設　61,677千円
（民間保育園等食材料費補助金）
・公立保育所4所　18,148千円（賄材料費）
・自立式小学校8校　69,570千円（賄材料費）
・自立式中学校4校　48,583千円（賄材料費）
・給食センター　小学校6校　中学校2校　48,062千円（賄材料費）
※公立施設の教職員分は対象から除く
Cその他：一般財源76,040千円
④市内の保育施設や公立小中学校等、給食を提供する施設に
通う子どもの保護者

－ － R7.4 R7.4
給食費にかかる保護者負
担の増額0円

保健給食課

9 R7_補正 推奨事業 ○
省エネ家電買換え補助事
業

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

⑤省エネ家電
等への買い換
え促進による
生活者支援

51,958 46,762 5,196

①燃料価格・物価高騰に対する市民生活の負担を軽減するとと
もに、家庭における二酸化炭素排出量の削減を図るため、既存
の家電製品を省エネ家電製品に買い換える市民に補助金を交付
する。
②③　事業費合計51,958千円
　　　　（うち46,762千円に交付金充当）
・対象家電（エアコン・冷蔵庫・テレビ）購入費の一部を補助
（上限50,000円）
50,000円×1,000件＝50,000千円
・会計年度任用職員報酬　871千円
・職員手当等　480千円
・費用弁償　24千円
・消耗品費　198千円
・通信運搬費　220千円
・振込手数料　165千円
Cその他：一般財源5,196千円
④市民

－ ○ R8.1 R8.3
家電買換え支援者数：
1,000人

環境対策課

10 R7_補正 推奨事業 ○ 防犯カメラ設置補助金事業
Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

④消費下支え
等を通じた生
活者支援

5,000 4,500 500

①物価高騰に対する消費下支えとして、自治会等が設置する防
犯カメラの導入費用に対する補助金を交付することで、自治会等
による自主的な防犯活動を支援し、地域防犯力向上と安心して
暮らせるまちづくりを推進する。
②③　事業費合計5,000千円
　　　　（うち4,500千円に交付金充当）
・防犯カメラ設置補助金　5,000千円
Cその他：一般財源500千円
④自治会・町内会等

－ － R8.1 R8.3 補助団体数：25団体 安全安心対策課


